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■情報共有に向けた具体的課題の検討（四国地方整備局） 

2  情報有効活用方策の検討 
2.1  目的 

連絡調整会議の会員である各機関が収集した「災害に関連するヘリコプター画像情報」

等を有効に活用する必要がある。そこで、有効活用のためのⅰ)活用条件の整理、ⅱ)撮影

フォーマット、ⅲ)対空標識の設置、ⅳ)画像伝送方策などについて検討を実施する。 
 
 

東南海・南海地震が発生した場合、広域かつ甚大な被害が発生すると想定
→ 広範囲な被害状況の把握には、ヘリコプター等の画像情報が非常に有効

ヘリコプター等による画像情報
→ 現時点では、各機関内での活用が主

関係機関で情報共有し、有効活用すれば、より迅速で的確な災害対策が可能

各調査機関が収集したヘリ画像情報等を関係機関で有効活用する方策を検討  
 
2.2  検討手順 

 

１．基礎情報の収集、整理

２．活用するための条件の確認

３．対空標識の検討

４．撮影フォーマット共通化の可能性検討

１．基礎情報の収集、整理

２．活用するための条件の確認

３．対空標識の検討

４．撮影フォーマット共通化の可能性検討  
 
2.3  検討内容 

以下の項目毎に調査・検討を行い、その概要を表 2-1にとりまとめた。 
 

①災害に関するヘリコプター画像情報等を有効に活用するために必要な活用条件の整理 
②対空標識の検討 
③撮影フォーマットの検討 
④画像伝送方策の検討 
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表 2-1 情報有効活用方策の検討（概要版） 

調 査 ・ 検 討 項 目 調 査 ・ 検 討 の 概 要 今 後 の 取 組 み 案 

①ヘリ画像情報等を有効に活用するために必要

な活用条件の整理 
 ・ヘリ及びヘリテレに関するアンケート調査 
 ・ヘリテレ映像に関するアンケート調査 
 

1.10機関（ヘリ30機）に関する機能を集約・整理 
運行体制、搭乗人員、搭載重量、速度、レスキューホイスト有無、担

架搬入の可否、ヘリテレ有無（仕様を含む）、整備期間など 
2.ヘリ輸送能力の試算 
 各基地 ⇔ 高知県、徳島県南部間の搬送量 
3.ヘリテレ映像の事例収集と要望 
4.ヘリ運用規制、各運用機関の撮影ルートの把握 

・特になし 
 
 
・特になし 
 
・大阪航空局より運用規制の紹介 
・空白地帯を把握のうえ関係機関で協議 

②対空標識の検討 
・各機関で把握している対空標識の調査他 
 

1.陸上自衛隊の対空標識の収集 
2.対空標識の検討 
 

 
・ＧＩＳデータ（四国地図）とリンクした対

空 
 標識の帳票作成 

③撮影フォーマット共通化の可能性検討 
・ヘリテレGPSデータの共有化 

 
 
 

1. GPSフォーマットは各機関により異なるため共有化は困難 
2.ヘリテレ動向は、デジタル化が進み、従来のSDカメラは生産終了 
デジタル化においてもGPSフォーマットが統一されることはない 

3.画像（絵）としてGPSデータ（緯度、経度等）を取り込み、配信すれ

ばヘリテレ画像の共有化が可能となる。（具体策は④項を参照） 

・特になし 

④画像伝送方策の検討 
 

1.ヘリテレ画像（GPSデータを含む）の有効活用策 
ヘリ保有の各機関において、下記のいずれかの案を採用することによ

り、場所が特定でき、ヘリテレ画像情報等の共有化が可能となる 
案①ヘリ側でGPSデータ等を画面に入れ、動画(絵)として送信 
案②受信親局でGPSデータ等を画面に入れて動画(絵)として送信 
案③受信親局でPCにより静止画を作成し、メール・Webで配信 
案④受信親局でPCにより連続静止画を作成し、メール・Webで配信 
2.ヘリテレ受信親局の機能向上により、更にヘリテレ画像の有効活用が

可能となる。（緯度・経度データから市町村名を表示する等） 

 
 
 
・左記の各案について詳細検討を行い、各機

関に提案する 
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2.4  ヘリコプター画像情報等を有効に活用するために必要な活用条件の整理 

本課題に対する基礎情報を収集・整理するため、ヘリコプター運用機関に対して、ヘリ

コプターの運用・機能およびヘリテレ等に関するアンケート調査を実施した。その集約結

果を以下に示す。 
 
2.4.1  ヘリコプターおよびヘリテレに関するアンケート調査 

 
(1) 調査方法 

下表に示す９つの関係機関が所有するヘリコプターの機能およびヘリ画像等について

情報収集するために、各機関へ郵送によるアンケート調査を実施した（平成 18 年 12 月

実施）。 
 

表 2-2  アンケート対象機関 

ヘリ所有機関 所有者 備 考 
知事  

①徳島県 
警察  
知事  

②香川県 
警察  
知事  

③愛媛県 
警察  
  

④高知県 
警察  

⑤第五管区海上保安本部   
⑥第六管区海上保安本部   

徳島教育航空群指令  
⑦海上自衛隊 

小松島航空隊  
⑧陸上自衛隊   
⑨四国航空   
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(2) 調査結果 

ヘリコプターおよびヘリテレに関するアンケート調査の調査結果を以下に示す。 
 

① ヘリコプターに関するアンケート調査結果 
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② ヘリテレ画像に関するアンケート調査結果 

 
１） 各運用機関が必要とする情報の確認、整理 

 
・収集したヘリ画像をプロジェクト参加機関に配布 
 事例の中で活用したい情報、地域についてアンケート調査 
 

 
 

２） アンケート調査結果 

 
【ヘリテレ事例の提供】 
 
・陸上自衛隊：ＤＶＤ録画映像 
（特徴）画面テロップは「年、月、日、時、分、秒」のみで、位置情報はなし 
 
・徳島警察航空隊：ＤＶＤ録画映像 
（特徴）画面テロップは「年、月、日、時、分、秒」のみで、位置情報はなし 
 
【整備局のヘリテレ映像に関するご意見】 
 
なし 

 

 アンケート② ヘリ画像事例収集について 
 
    目 的 ：・各機関が収集したヘリ画像の活用策を検討する。 
         ・整備局保有データに関して、各県に活用策の意見を伺う。 
 
    依頼内容：・ヘリ画像のデータを保有していれば、ご提供いただきたい。 
          （プロジェクト機関に公開してもよいビデオ又はＤＶＤなど） 
         ・各県への依頼：整備局のヘリテレ画像について、有効活用策があれば 
                 ご意見をいただきたい。 

（添付ＤＶＤ参照・・・家庭用再生器） 
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2.5  対空標識の検討 

各機関で把握している「既存の対空標識」および「対空標識の空白地帯」に関して、ア

ンケート調査を行い、整理した。 
 
2.5.1  アンケート調査結果 

対空標識に関するアンケート 

 
 

(1) 既存の対空標識について 

陸上自衛隊より鳴門市から宿毛市にかけての対空標識事例の紹介があった。 
その一例は下図のとおりである。 

陸上自衛隊の対空標識事例 

 

 アンケート③ 対空標識について 
 
   依頼内容 1：ヘリ保有の機関が把握している対空標識があれば地点、標識事例をご提

示いただきたい。 
        
   依頼内容 2：孤立地区、避難場所、支援基地など対空標識が必要とする箇所があれば、

ご要望いただきたい。（様式自由） 
（上記アンケートに基づき、ダム、送電線、無線鉄塔、建物の屋根・屋上、

山など対空標識として活用可能な物の検討を行う。 
         また、航空会社等にもアンケートを行い、ニーズ、ご意見を伺いながら

検討を進める。） 
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(2) 対空標識の空白地帯について 

アンケート回答から空白地帯に関しては特に意見がなかったが、愛媛県から下記の要望 
があった。 
・送電線の鉄塔には、基部に番号が表示されているが、この番号をヘリから確認 
できる位置にも表示してほしい。 
・無線鉄塔等にもなんらかの名称（地名、番号等）の表示が欲しい。 
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2.5.2  対空標識の検討 

下記ニーズに対応するため対空標識の検討を行った。 
・ ヘリ搭乗者にとって現在位置が容易にわかる構造物（ビル、橋、ダム等）、自然物（特

徴ある山、地形等）の目印が欲しい。 
・ 特に、情報の共有化を図るためには、ヘリテレ画像受信者にとって映像の場所が把握で

きる目印が欲しい。 
対策として、目印（対空標識）となる構造物を選定し、被害映像とともに連続的に撮影

すれば映像受信者は位置が特定できる。 
このため、対空標識の設置について下記の検討（フロー）を行い、イメージ案を作成し

た。 
今後、対空標識となる空撮データを更に収集し、ＧＩＳとリンクした帳票作成を行うこ

とが望まれる。 
対 空 標 識 の 検 討

・ ＧＩＳデータ（四国地図）の作成

・ 上記データとリンクした帳票の作成

空撮データの収集

・ 既存の航空写真、ヘリ画像データなど

各機関のデータを収集

既存対空標識の紹介と意見集約

・ 陸上自衛隊の例

太平洋沿岸市町村の人口密集地にお

ける構造物等を目印にしている

・ アンケート等により各機関の意見を調査

対 空 標 識 の 検 討

・ ＧＩＳデータ（四国地図）の作成

・ 上記データとリンクした帳票の作成

空撮データの収集

・ 既存の航空写真、ヘリ画像データなど

各機関のデータを収集

既存対空標識の紹介と意見集約

・ 陸上自衛隊の例

太平洋沿岸市町村の人口密集地にお

ける構造物等を目印にしている

・ アンケート等により各機関の意見を調査

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｎｏ．２ 徳島大学
徳島県徳島市南常三島町１丁目１番地
０８８－６５６－７１０３

[建築年度：H１６(２００４年）] [構造様式：RC] [耐震補強：] [耐震評価：○]
徳島市南常三島町に位置し、付近は市街地で住宅等が密集している。

撮影年月日：１７．８．８

撮影年月日：１７．８．８

Ｎｏ．２ 日和佐高校
徳島県海部郡日和佐町奥河内字井の上１３－２

０８８４７－７－１１６１

[建築年度：S４９(１９７４年）] [構造様式：RC] [耐震補強：未実施] [耐震評価：×]
日和佐町奥河内に位置し、東側は住宅地が密集する。

撮影年月日：１７．８．８

撮影年月日：１７．８．８

Ｎｏ．２９ 浦戸大橋 高知県高知市浦戸～高知市種崎

[建築年度：Ｓ４７．６（１９７２年）] [構造様式：ＰＣ橋] [耐震補強：] [耐震評価：]
高知市南部の浦戸湾入り口に位置し、北側と南側には住宅が密集している。

撮影年月日：１６．８．２６

撮影年月日：１６．８．２６

Ｎｏ．５ 須崎港 高知県須崎市浜町２丁目４－１０

[建築年度：] [構造様式：] [耐震補強：] [耐震評価：]
須崎市市浜町に位置し、南側は太平洋であるが半島の内海になっている。

撮影年月日：１７．２．４

撮影年月日：１７．２．４

Ｎｏ．５
土佐くろしお鉄道
宿毛駅

高知県宿毛市駅前町１丁目７０－３

０８８０－６３－６０００

[建築年度：Ｈ９（１９９７年）] [構造様式：ＲＣ] [耐震補強：] [耐震評価：]
宿毛市駅前町に位置し、付近は耕作地と住宅が点在する。

撮影年月日：１７．２．４

撮影年月日：１７．２．４

ＧＩＳデータ（四国地図）とリンクした帳票作成（イメージ案）
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2.6  撮影フォーマット共通化の可能性検討 

四国地方整備局と四県庁及び陸上自衛隊第 14 旅団は光ケーブル（一部無線 LAN）で連

系されていることから、ヘリテレ画像を見ることはできるが、位置情報が配信されないた

め被災場所を容易に特定することは困難であった。 
このため、GPS データ（位置情報等）の共有化が可能かどうか検討を行った。 
 

2.6.1  ヘリテレ撮影画像におけるＧＰＳの検討結果 

・ ＳＤ方式（標準画像）の場合、ＧＰＳデータ等は画面の上下の空白部分に記録されてい

るが、国土交通省、警察庁、総務省消防庁毎に仕様が決められており、信号データの内

容・配列が異なるため共有化は困難である。 
・ ＨＤ方式（横長）の場合、画像用の走査線 1,080 本のみで、ＧＰＳデータ等を記録する

余白がない。 
このため、ＧＰＳデータの共有化は困難である。 
一方、ＳＤ方式の画像は各機関とも共通であるため、画像情報の共有化は可能である。 

 

GPSデータの記録フォーマット 画像の伝送方式画像の撮影方式

GPSデータは余白部分に記
録しているが、フォーマット
は、メーカー、デッキにより
それぞれ異なる。

撮影方式については、
HD、SDがある。
現在はSDが主で今後HD
に移行していく

HDの視聴画面走査線
は全走査線の1080本

で、余白なし。（データ
を入れられない）

生データをそのまま伝送するだ
けの容量が回線に無いため、
mpeg２等に圧縮する際にGPS
データ等が変調、欠落したりす
る。

SDの視

聴画面
走査線
480本

余白部分

余白部分SDの場合、

この余白
部分に
GPS関係

データを入
れている。

SD（通常）方式 HD（横長）方式

全走査線
525本

（H18.11.14 第３回幹事会資料より）  
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2.6.2  ヘリテレ映像システムに関する市場動向・法整備（デジタル化）について 

ＴＶのアナログ放送が 2,011 年に終了し、デジタル化される。 
このため、現状のヘリテレシステム（アナログ）についてもデジタル化動向を把握し、対応を考

えておくことが必要であり、市場動向、法整備について調査を行った。 
 
• 市場動向 

・ 官公庁系ユーザについて、全国ベースではほとんどＳＤ方式（標準画質）である。 
・ 放送局のヘリテレはデジタル化したＨＤカメラとＨＤ方式のＶＴＲ設備が採用されつ

つある。 
・ 官公庁系ユーザのデジタル化については、総務省で移行プランが検討中であり、この技

術規格等が決定されしだい、順次、デジタル化が進むものと想定される。 
・  

• 法整備（デジタル化） 
・ 総務省における「周波数再編アクションプラン」の進捗状況（Ｈ18 年 5 月時点）が以下

のとおり公表された。 
・ 15ＧＨｚ帯ヘリテレ画像伝送システムに関して 

「平成 17 年度の技術試験事務において、全免許人（31 人）を対象とした結果、デジタル方式に

ついては、平成 20 年度までに導入することが望ましいとの結論が得られた。一方、アナログ方

式については、将来的に撤廃すべきとの結論が得られたことから、その撤廃時期について引き続

き検討を行うこととした。」 
 
• ・まとめ 

・ ヘリテレのデジタルハイビジョン化は、下図の流れとなり、ヘリテレ用ＳＤカメラは近

いうちに生産終了となる。 
 

 
 

・ 前図の流れ（アナログ、デジタルの混在）において、システムの一斉デジタル化は諸条

件（各機関の移行計画、予算対応、関連するシステムの制約等）から非常に困難である。 
このため、デジタル化の移行時期における映像・ＧＰＳデータ等の共有化については、

映像送信装置又は親局受装置等で工夫していくことが必要と考えられる。 
 
また、デジタル化におけるＧＰＳデータ等のフォーマットは、現在、各機関（警察庁、

消防庁、国交省等）において独自に仕様が検討されており、統一化される見通しはない。 
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（機密事項としている機関もある。） 
ただし、映像信号は共通仕様となっているため、画像（絵）のなかにＧＰＳデータ等（緯

度、経度、地図、地名）を取り込めば、配信画像の中で位置情報が共有化される。 
 
今後、移行ステップの中においても情報共有化が図れる方法を検討し、詰めて行くこと

が重要となる。 
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2.7  画像伝送方策の検討 

 
2.7.1  現状のヘリテレ撮影画像の伝送におけるＧＰＳデータの問題 

 
2.7.1 項で示したように現状では、ヘリテレ情報のＧＰＳデータ等は各機関でフォー

マットが異なるため共有化が困難である。 
 

以下、そのイメージを下図に示す。 
 
 

GPS記録フォ－マットが異な
るため、処理不可

中継
装置
中継
装置
中継
装置

画像処理

GPS処理

画像・GPSデータ（無線） 各機関へ配信
（監視制御装置）

ヘ リ コ プ タ ー

（ヘリ内のモニター画面）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

四国地方整備局

動 画
○月○日○時○分

北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

受 信 側 の 親 装 置

画像処理

GPS処理

画面上に書き込み

各機関の受信装置

ヘリテレ中継所

×
動 画

動 画

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

（日時、緯度・経度、高度等）

SD方式

 
 

 
 

備考：デジタル化についても、現在、各機関（警察庁、総務省、国土交通省、他）に

おいてＧＰＳデータ等の仕様が独自に検討されており、統一化はされない見通

しである。（機密事項としている機関もある） 
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2.7.2  ヘリテレ画像（ＧＰＳデータを含む）の有効活用策 

ＧＰＳ等のデータの共有化は困難であるが、映像信号は共通仕様となっているため、ヘ

リ保有の各機関において、下記の案①～④のいずれかを採用することにより、場所が特定

でき、ヘリテレ画像情報等の共有化が可能となる。 
 

(1) 活用案①ヘリ側でＧＰＳデータ等を画面に入れて、絵として送る。 

・ 画面の中にＧＰＳデータ（地図・緯度・経度等）を取込み、画像で配信 
・ 配信された画面には、GPS データが画像（絵）として表示 

画像データ（無線） （監視制御装置）

ヘ リ コ プ タ ー

（ヘリ内のモニター画面）

GPSデータ・地図等
を画面にのせる

画 像

四国地方整備局

○月○日○時○分

北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

受 信 側 の 親 装 置

○月○日○時○分

北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

動 画
北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

○月○日○時○分

画像処理

画像処理 動 画

動 画

ヘリテレ中継所

各機関へ配信

中継
装置
中継
装置
中継
装置

各機関の受信装置

撮影方向

 
 

「愛らんど号」は、ヘリ機上から送信する映像画面にＧＰＳ情報、高度情報、機体ＩＤ

をスーパーインポーズすることができ、この映像をそのまま配信すればよい。 
 

(2) 活用策②受信親局でＧＰＳデータ等を画面に入れて、絵として送る。 

監視制御装置（受信親局）側でＧＰＳデータ（地図・緯度・経度等）を画面に取り入れ、

画像(絵)として表示・配信する。 

画像・GPSデータ（無線）

ヘ リ コ プ タ ー

（ヘリ内のモニター画面）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

動 画

受 信 側 の 親 装 置

ヘリテレ中継所

画像処理

GPS処理

（監視制御装置）

動 画

○月○日○時○分

北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

動 画
北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

○月○日○時○分

画像処理

四国地方整備局

中継
装置
中継
装置
中継
装置

各機関の受信装置

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

（日時、緯度・経度、高度等）

各機関へ配信
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(3) 活用案③受信親局でＰＣにより静止画を作成し、メール・ＷＥＢにより配信 

監視制御装置（受信親局）側で PC(パソコン）により静止画を作成し、メール・Ｗｅｂ

により関係機関に配信する。 
・ ＧＰＳデータがなくても、人の操作により地名等を書き入れることもできる。 

画像処理

画像データ（無線）

（監視制御装置）

ヘ リ コ プ タ ー

（ヘリ内のモニター画面）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

画 像

四国地方整備局

動 画

○月○日○時○分

北緯○度○分○秒
東経○度○分○秒

受 信 側 の 親 装 置

パソコンソフトにより静止画作成
(任意の地名等を入力）

○○市○○町

メール・Webの
配信

ヘリテレ中継所

静止画

中継
装置
中継
装置
中継
装置

各機関へ静止画の配信

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

（日時、緯度・経度、高度等）

 
 

本案については、市販ソフトを活用した場合でも、「静止画＋メール又はＷｅｂ配信」

の所要時間が約１０分であることを確認した。 
 

(4) 活用案④受信親局でＰＣにより連続静止画を作成し、メール・ＷＥＢにより配信 

監視制御装置(受信親局)側へ送信された動画を、連続で静止画へ変換し、メール・Ｗｅ

ｂにより関係機関に配信 
（動画を連続写真へ数時間で変換可能な技術も最近では活用され始めている。） 

 
 
 
 

静止画

画像処理画像処理

画像データ（無線）
（監視制御装置）

ヘ リ コ プ タ ー

（ヘリ内のモニター画面）
四国地方整備局四国地方整備局

メール・Webの配信
ヘリテレ中継所

中継
装置
中継
装置
中継
装置

各機関へ静止画の配信

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

動 画

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

（日時、緯度・経度、高度等）

画像データ

GPSデータ（余白部分）

GPSデータ（余白部分）

動 画

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

動 画

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

動 画

○○○△△△×××

□□□・・・▽▽▽

（日時、緯度・経度、高度等）

動画（毎秒約３０枚の静止画の連続データ）を解
析し、全自動で長大な画像を生成可能。
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(5) ヘリテレ情報の共有化向上策について 

・前記の活用案①～④については、今後、更に検討を進めた上で各機関へ提案し、各機

関において、既設装置の仕様等を踏まえた可能な対策を検討することが望まれる。 
・一方、四国地方整備局のヘリテレ監視制御モニター装置（親局装置）には、ヘリテレ

映像の記録処理装置がなく、情報共有化を図るための改良が望まれる。 
ヘリテレ情報の共有化向上策として、親局装置の機能向上（映像記録、ＧＰＳデータ処

理等の装置付加等）を提案する。向上策の例は以下のとおりである。 
 

システムイメージ（地図上に撮影画枠・映像・飛行軌跡・方位等を表示。） 
地上の詳細状況を瞬時に把握できます。撮影された映像の位置情報を地図上で管理し、

現場の状況把握を支援するシステムである。 
ヘリコプターに搭載された防振装置内のカメラから撮影された映像と、GPS 装置によ

る位置データ、機体姿勢データを多重して送信する。また、送信されたデータを使用して、

地図上に連続して貼り合わせて表示を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
備考：関東地区の導入例として、ＧＰＳデータを受信装置（親局）にてソフト処理し、画面の 
テロップに市町村名をオンライン表示しているユーザがある。 

①GPS装置にて、定期的にヘリコプター飛行 
位置を計測します。 

②GPS装置のヘリコプター飛行位置に合わせ 
て機体姿勢とカメラ情報を取得します。 

③撮影映像に合わせて、ヘリコプター飛行位 
置・機体姿勢・カメラ情報を送信します。 

機上系システムの処理の流れ 

①地図上にヘリコプターの飛行位置とその軌 
跡を表示します。 

②飛行地点のカメラ情報から撮影された映像の
撮影画枠を計算します。 

③撮影画枠に合わせて撮影映像を変形させ、地
図上に連続的に貼り合わせます。 

機上系システムの処理の流れ 
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2.8  まとめ 

 
１．基礎情報の収集、整理 
・ アンケート実施：ヘリコプター機能、ヘリテレ装置(仕様等)、ヘリ画像事例等 
→(回答)徳島県、陸上自衛隊、四国地方整備局など 10 機関のヘリ情報を収集 

・ 各運用機関の撮影ルートの把握（陸上自衛隊、四国地方整備局） 
 
２．活用するための条件の確認 
・ アンケート実施：ヘリ画像事例を配布し、活用策について調査した。 

 
３．対空標識の検討 
・ アンケート実施：対空標識について調査し、事例を収集 
→（回答）陸上自衛隊：太平洋沿岸都市(鳴門～宿毛)の対空標識の事例 

・ ＧＩＳデータ（四国地図）とリンクした帳票のイメージ案を作成した。 
 
４．撮影フォーマット共通化の可能性検討 
・ 現状のＧＰＳデータは、記録フォーマットが各機関により異なり、共有化は困難 
・ ヘリテレ映像システムに関する市場動向・法整備（デジタル化）について調査した結果、

デジタル化においても、ＧＰＳデータは共通とならない。 
・ ヘリ(ヘリテレ)画像の有効活用策として位置情報の共有化を検討した結果、 
・ ヘリ保有の各機関において、下記のいずれかの案を採用することにより、場所が特

定でき、ヘリテレ画像情報等の共有化が可能となる。 
案①：ヘリ搭載装置上でＧＰＳデータを画面に書込み、動画(絵)として送信 
案②：受信親装置上でＧＰＳデータを画面に取り込み、動画（絵）として送信 
案③：受信親装置から映像を取出し、ＰＣソフトにより、静止画を作成し、地点名

等の位置情報を書込み、メール・Ｗｅｂで配信 
案④：受信親装置から映像を取出し、ＰＣソフトにより、連続静止画を作成し、地

点名等の位置情報を書込み、メール・Ｗｅｂで配信 
・ 更なるヘリテレ情報の共有化向上策については、受信親局の機能向上により、受信者の

情報把握が容易となる。（緯度・経度データから市町村名を自動表示するソフト等） 
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2.9  今後の検討課題 

 
 

平成１８年度の成果を基に、引き続き下記の検討が必要と考える 
 
１．基礎情報の収集、整理 

 
・ （大阪航空局より）ヘリの運用規制、運行条件等の基礎的条件の紹介 

 
・ 各運用機関の撮影ルートの把握・整理 

 
２．活用するための条件の確認 

 
・ 飛行ルートの空白地帯の把握と飛行の可能性について、関係機関を交えての協議 

 
３．対空標識の検討 

 
・ ヘリ画像の収集（画像を見ることにより、場所が特定できる構造物等の空撮画等） 

 
・ 上記データに基づきＧＩＳデータ（四国地図）とリンクした帳票の作成 

 
４．ヘリテレ情報等の共有化検討 

 
・ ヘリ（ヘリテレ）画像表示によるＧＰＳデータ等の情報共有化の詳細検討 

前頁の画像にＧＰＳデータを入れるなどの案①～④について、更に詳細に調査・検討

する。 
 

・ 上記検討を踏まえ、各機関へ提案する。（各機関へ導入の可能性検討依頼） 
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3  ＧＩＳ防災基盤情報に関する検討 
 
3.1  検討概要 

平成 17 年度に各機関が所有する地図情報を各機関で管理、発信することを目的として、

電子国土 Web システムを利用したＧＩＳ防災基盤情報（仮称）の試行版が作成された。本

年度は、さらなる情報共有のためにこの試行版を改良、充実するための検討等を実施した。 
 
3.2  ＧＩＳ防災基盤情報（仮称）の概要 

ＧＩＳ防災基盤情報（仮称）は電子国土 Web システムを利用し、作成されていれる。Ｇ

ＩＳ防災基盤情報は、地震発生前後に必要である広域防災拠点、広域緊急輸送路の情報共

有防災関連施設の情報、災害影響を想定する為の情報共有の仕組みを提供するものである。 
 
 

 

図 3-1 ＧＩＳ防災基盤情報に係る取り組み方針イメージ 
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3.3  平成 18年度の取り組み 

平成 17 年度作成済みのデータを踏まえ、以下の内容を実施・検討した。 
 
3.3.1  電子国土Ｗｅｂシステムを活用したＧＩＳ防災基盤情報（仮称）のシステム改良（操作

改良） 

①操作方法について、以下の改良を行った。 
②緯度・経度および縮尺の直接入力による地図表示の切替え機能の追加 
③距離、面積計測機能の追加 
④高知市周辺地図の表示ボタン追加 
⑤地図中央がわかるようにクロスラインを追加 
⑥徳島県土砂災害危険箇所の項目追加およびリンク先変更 
 
「図 3-2 旧システムおよびシステム改良後画面」にその画面を示す。 

 
3.3.2  防災データの拡充 

第４章「緊急輸送ルート確保のための検討」においてモデル地区として検討された高知

市周辺について、津波による浸水エリアや優先確保ルート、橋梁の耐震強化状況、避難場

所、防災拠点緑地などの防災データの拡充（14 項目→46 項目）を行った。また、別途構

築されている徳島県土砂災害危険箇所の項目追加および外部リンク先の変更が行われた

為、リンク先の追加・変更を行った。 
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図 3-2 旧システムおよびシステム改良後画面 

 

システム改良 

旧システム 
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3.4  今後の取り組みについて 

今年度は電子国土Ｗｅｂシステムを利用し、高知市周辺の情報を拡充・改良を行ったが、

今後の取り組みについては次のような機能拡充等が考えられる。 
 

１）防災データの拡充（継続） 
高知市周辺をモデルに他の県のデータを整備・拡充を進める。 
 

２）防災データの質的向上 
連絡調整会議プロジェクト「緊急輸送ルート（陸・海・空）の確保の為の連携強化」

と連携し、データの質的向上を図る。 
 
 
 
 
 
 

図 3-3 データの質的向上連携 

 
３）電子国土Ｗｅｂを活用したＧＩＳ防災基盤情報についての運用向上の検討運用向上

の為に今後改善すべき点の主なものを以下に示す。 
 

① 現状では地図表示に時間がかかるため、高速に地図を表示するためにサーバの増強

やＣＤ等のローカル運用による背景地図表示の高速化が必要である。 
② 電子国土Ｗｅｂ上で作成した図形の属性データを保存する機能がないため、電子国

土プロファイル形式に出力できるような機能拡充が必要。 
③ 道路等の線に情報を与えた場合に属性情報が表示されないため、属性情報を表示で

きるように改善する必要がある。 
 

 
災害対策用資機材等の支援受入体制 
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3.5  その他（防災に関するＷｅｂポータルサイトの改善について） 

防災に関するＷｅｂポータルサイトの改善についてアンケート調査結果をとりまとめ

た。 
 
3.5.1  防災ポータルサイトの状況 

情報を必要とする機関が必要な情報を把握する事が可能となるように、現在各防災機関がホーム

ページで発信している防災情報の玄関口として、「防災ポータルサイト」が設置されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 防災ポータルサイト画面 

 
3.5.2  アンケート調査内容 

アンケート調査は、防災ポータルサイトの改善・改良要望を把握し、適切な対応を図る

ことを目的として、「四国東南海・南海地震対策連絡調整会議」を構成する 19 機関におけ

る各分野、各階層より幅広く行われている。 

有効回答数：１５１人

34%

28%

17%

17%
4% 事業部局

防災部局

総務部局

その他

未記入
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図 3-5 アンケート調査対象者 
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図 3-6 防災ポータルサイトの利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7 防災ポータルサイトのアクセス件数 
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3.5.3  今後情報提供を希望する項目および次年度以降に改善改良を要望する事項 

ポータルサイトへの情報提供を希望された項目および対応等を「表 3-1」、「表 3-2」に

示す。 
 

表 3-1 情報提供を希望する項目 

 提供項目（要望） 要望理由 

① 周辺空港・ヘリポートの情報  

② 地盤データ、施設管理（国道、河川等）

ライブカメラ映像 

状況の確認、避難に関する判断の参考に活用

③ 災害発生後における港湾施設（係留施設）

の使用可否 

④ 災害発生後における各県の災害対策本部

の設置状況 

⑤ 災害発生後における陸域部孤立者情報 

⑥ 災害発生後における臨海部油・危険物取扱

事業所被災情報 

地震津波等大規模な災害発生直後から初動措

置を迅速に実施するために必要 

⑦ 避難場所給水設備（時間）の位置図  

⑧ 四国沿岸の潮流情報 
タンカー事故などによる油の動きを知る 

⑨ 被災地へのアクセス方法 
被災状況への対応方法の検討 

※各機関のホームページの環境整備やシステム開発等が出来れば対応 

 

表 3-2 防災ポータルサイトの改善要望への対応 

改善要望・意見 H18 対応 次年度以降の対応 
各ホームページに防災ポータ

ルサイトへのリンク設定 
各機関で対応 各機関で対応 

災害情報の迅速な掲載・更新   〃   〃 
情報項目の追加・拡充 情報提供の拡充（図 3-16 参照） 随時情報項目の追加・拡充 
画面構成の見直し 情報項目の整理 － 
今後の検討課題 
・情報の追加等、防災ポータルの整備 
・防災ポータルサイトの一般（内部を含む）への広報 
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なお、アンケート結果を踏まえて、更新されたポータルサイト改良図を図 2-8 に示す。 
 

 

図 3-8 更新された防災ポータルサイト 
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3.5.4  今後の課題 

今後も引き続いて「提供情報の拡充」および「防災ポータルサイトの広報等」に取り組

んでいく必要がある。 
提供情報の拡充に関しては、情報項目、外部リンク機関の検討、構成機関のホームペー

ジ等の提供情報を行っていく必要がある。 
また、防災ポータルサイトの広報等に関しては、ポータルサイトの広報および改善事項

の検討を行った後、関係機関等との調整・検討を行って進めていく必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-9 今後の課題 

 




